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・Webデザイナーの現状を知る
Webデザイナーは、Webページを美しく作り上げるため（求められた要望を満たすため）のクリエイティブワークの主軸です。基本的に必要とされるスキルは平面上としてのデザイン力で
あることに変わりはありませんが、それに加え現在では、様々なブラウザ上に最適に反映するためのコーディング力も必要であることは、クリエイターである皆さまであればご存知だと
思います。また、近年ではモバイルファーストという言葉からもわかるように、PCサイトだけでなく、スマートフォンサイトも、最適に設計・デザイン・コーディングできることが、
Webデザイナーの必須条件なりつつあります。

・デザインスキル
最低限必要なスキルとしては、PhotoshopやIllustratorなどグラフィックソフトをマスターしていること。クリエイターのタイプにもよると思いますが、この2つをしっかりと押さえることで、
ある程度他のソフトにも応用がきくと言えます。

・コーディングスキル・マークアップスキル
コーディングとは、ざっくり言えば、デザインをWebページに反映する仕事のこと。実務的には、HTMLやCSSなどの言語を用いて、コードを記述していく作業のことです。Webデザイナーとは
担当者を分け、コーダーが専任で担当することもありますが、現在では、コーディング領域もWebデザイナーが兼ねることが当たり前になってきました。
ただし、コーディング技術やその環境の進化は早いため、Webデザイナーが常に最新のコーディングスキルを持ち続けるためには、それ相応の努力が必要と言えます。
例えば、検索エンジンに正しくWebページを認識してもらえるように、SEOを考慮したマークアップスキルなど、一朝一夕に身につくスキルではありません。
しかし、Webデザイナーが、この領域まで習得していたとすれば、かなりレベルの高い人材価値となるのではないでしょうか。

・ディレクションスキル
ディレクションとは、クライアントとクリエイティブチームの間に立ち、作業の進行管理や具体的な業務指示を行う仕事のこと。
Webデザイナーは、クリエイティブチームの中では、最もクライアントとの距離が近いポジションです。他のクリエイターよりも、クライアントの意向も理解しやすい立場にいることから、
おのずとディレクションスキルは必要になってくるでしょう。

＜Webデザイナーが一段上にステップアップするために習得すべき2つスキル＞
1.デザイン理論を知っているからこそできるディレクション
自分が設定した最終形（表現）を求め、それにフィットした感性をクリエイターから引き出すために、Webデザイナーだからこそできるディレクションがあるはずです。
それは「デザイナーだからこそ専門的に習得してきた理論」と「実際に現場で手を動かしているからこそ得てきた感性」がミックスされ、チームの力を引き出すために、非常にバランスのいい
ディレクションスキルになるでしょう。

2.デザインの最終形をイメージできるからこそできるコーディング
Webデザイナーがコーディング、マークアップ領域まで担う時、役立つスキルは、「デザインの最終形を具体的にイメージしつつ、それに必要な作業を効率的に行えること」です。
コーディングだけ、マークアップだけを行うクリエイターよりも、「どう視覚的に訴求すれば良いか」というデザイナーならではの具体的なイメージを持ちながら作業することができ、
ビジュアル的にもコーディング的にも最適となるポイントを押さえることができるでしょう。
限りあるスケジュールの中、効率的に、よりリッチな動きのあるWebページを制作するために、このスキルは非常に重要になってくると言えます。

Webデザイナーは、画面上のグラフィックデザインのみならず、UI/UXまで設計し、実際にコーディングする役割まで担う、Web関連職の中でも最も担当領域が

幅広い職種と言えるでしょう。



・Webディレクターは、クリエイター達を率いる「指揮者」
Webディレクターの仕事とは、「Webディレクション」、すなわちWebサイトを制作するにあたって、Webデザイナー、プログラマー、ライター、SEO担当者など、
様々な専門性を持つクリエイター達を統括し、そのサイトに求められる目的を達成することです。チームのメンバーを率いる「指揮者」のような役目と言えばわかりやすいかもしれません。
またサイト制作の管理責任者として、制作スケジュールの設定や予算、進行、品質などの管理を行いますが、デベロッパーの人選、クライアントとの折衝、サイトの企画・立案など、
所属する会社の規模や性格によって、Webディレクターの具体的な仕事内容や職務権限には大きな違いが見られます。

・サイトの種類、目的によって異なるWebディレクターの仕事内容
例えば、制作するサイトが「広告媒体（メディアサイト）」の場合、Webディレクターにはアドテク、つまりWebマーケティングに関する知識やセンスが強く求められます。
満足度や話題性の高いコンテンツで、ページビュー数を向上させ、広告枠の価値を上げなければならないでしょう。
また、「新規顧客獲得サイト」であれば、流入してきたユーザーを、いかにお問い合わせやサービス申し込みなどのアクションに転換させられるかが目的になります。
そのためには、コンテンツやユーザビリティに考慮したサイト設計と運用が大切になってくるでしょう。
ECサイトの場合は、ご存知の通り、サイトそのものが売上を左右するため、ユーザーの購買を促すために、デザインの向上はもちろんのこと、決済システムの構築や商品管理、
顧客管理の深い知識が不可欠になります。

・Webディレクターとは、自分に与えられたミッションを的確に理解し、実践できる人材
もともとWeb業界は、ニーズやトレンドがめまぐるしく変化する業界。このような状況で活躍が期待できる人材は、状況の変化を素早く察知し、自分に求められていることや
目の前にある最大のミッションは何かを的確に理解・実践できる人と言えるのではないでしょうか。

＜WebプロデューサーとWebディレクターの違い＞
・計画立案者がWebプロデューサー、実務遂行者がWebディレクター
・WebプロデューサーとWebディレクターのおもな業務範囲

市場分析、収益・予算計画、人員計画、協業企業との折衝等

UI/UX設計、情報設計、システム設計、プロモーション戦略等

ワイヤーフレーム作成、デザイン・コーディング確認、社内外スタッフとの折衝等

売上管理、アクセス分析、コンテンツ追加・改修、広告運用等

Webサイトの構築・運用において、その目的（KGI）を明確に打ち立て、設定した目標（KPI）の達成の役割と責任を担う人材のことを指します。そのために、

Webディレクターは、その進行において、案件の発注・受注側、双方に必要なポジションであり、技術的なノウハウを持ち合わせながら、的確にチームスッタフ

（Webデザイナー・マークアップエンジニア・ライターなど）をアサインし、管理しなければなりません。また、システムとの連携や新サービスの立案など、

Web技術の範囲を超えたビジネス戦略まで行うこともあり、強いリーダーシップと企画力が求められる存在でもあります。

事業計画

サイト設計

サイト制作

業務詳細

運用・改善

Producer Director 業務

担当領域

担当領域

Planner

担当領域



①Webディレクター未経験の人が、Webディレクターという仕事の概観をとらえることができる
②Webディレクターとしての汎用的な知識・スキルを体系的に学び、整理することができる
③Webディレクション業務を行う上で、接する人々とのコミュニケーションを円滑にすることができる

Webディレクターに有効な資格(例)

(資格名称) (URL) (合格率)

01. Web検定 Webリテラシー https://webken.jp/literacy/ 60～65%前後

02. Web検定 Webディレクション https://webken.jp/direction/ 79.3%前後

03. ITパスポート試験 https://www3.jitec.ipa.go.jp/JitesCbt/index.html 50.7%前後 (社会人60.8%)

04. ネットショップ実務士 https://acir.jp/ 非公開 (難易度高め)

05. Webクリエイター能力認定試験 https://www.sikaku.gr.jp/web/wc/ 90%前後

06. Web検定 Webデザイン https://webken.jp/design/ 62.3%前後

07. ウェブデザイン技能検定 https://www.webdesign.gr.jp/ 40～50%前後

08. ネットマーケティング検定 https://www.sikaku.gr.jp/nm/ 69.1%前後

09. Google広告の認定資格 https://support.google.com/google-ads/answer/9702955?hl=ja 非公開 (難易度高め)

10. マーケティング・ビジネス実務検定 https://www.marke.jp/ 非公開 (難易度中程度)

11. Webライティング能力検定 https://xn--web-pi4be7e0holjd5279abzjl89cqqd.com/ 非公開 (難易度中程度)

12. Google アナリティクス個人認定資格（GAIQ） https://support.google.com/analytics/answer/3424288?hl=ja 非公開 (難易度高め)

13. Webアナリスト検定 https://www.jwa-org.jp/webanalyst/ 80%前後

14. 初級ウェブ解析士／上級ウェブ解析士 https://www.waca.associates/jp/ 70%前後

15. 経営学修士（MBA） 日本版MBA 20%前後

16. 個人情報保護士認定試験 https://www.joho-gakushu.or.jp/piip/ 37.3%

17. ビジネス著作権検定 https://www.sikaku.gr.jp/bc/ 73.3%前後

18. ビジネス実務法務検定試験 https://www.kentei.org/houmu/ 75.7%前後

その他
・Photoshop（R）クリエイター能力認定試験 https://www.sikaku.gr.jp/ns/ps/ 72.3%前後
・Illustrator（R）クリエイター能力認定試験 https://www.sikaku.gr.jp/ns/il/ 70.4%前後
・MOSスペシャリスト https://mos.odyssey-com.co.jp/index.html 80%前後
・MOSエキスパート https://mos.odyssey-com.co.jp/index.html 60%前後
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ここで大事なのは20代と30代の部分



発起人は引き受けた株数に相当する金額を、金融機関に払い込みます。まだ会社設立前で、会社名義の口座は作れませんので、発起人の口座に振り込むことが多いです。
自分の口座であれば、自分の預金残高がすでにあっても、出資金の金額をいったん引き出して、入金し直してください。
この払い込まれた口座の通帳のコピーをとります。通帳の表紙、表紙裏（支店名、口座番号、口座名義人が記載されているページ）、振込記録のあるページをコピーします。
これらのコピーと一緒に「払い込みを証する書面」を作成します。

設立登記は、本店所在地を管轄する法務局などに申請します。設立登記の申請には、取締役1人で書類を減らした場合でも「株式会社設立登記申請書」「登録免許税の収入印紙貼付台紙」「定款」「設
立時取締役の就任承諾書」「取締役の印鑑証明書」「払い込みを証する書面」「印鑑届書」といった書類が必要です。これらの必要書類は定款の記載内容などによって変わります。詳しくは、法務局の登
記相談窓口や司法書士に相談してください。
設立登記には登録免許税が必要です。登録免許税は資本金の1000分の7の額ですが、この額が15万円に満たない場合は15万円です。
登記を申請した日が原則として会社の設立日になります。

発起人は、会社設立までの手続きを進める人です。人数は1名以上で、法人も発起人になることができます。発起人は 1株以上の出資が必要となります。

会社の目的、社名、事業内容、本店所在地、資本金の額、持株比率、役員構成、決算期などの会社の基本的な事項を決定します。

定款とは、会社の憲法とも呼べるもので、会社の根本となる重要な規則です。定款の作り方については別の機会に補足します。

公証人によって、定款の記載に法令上の問題がないかなどをチェックし、間違いのない定款であることを証明してもらいます。公証人は、法務大臣に任命された法律事務の専門家です。
定款の認証は、北海道を除き、本店の所在地を置く都府県にある公証役場ならどこでも構いません。北海道は、本店所在地を管轄する地域の法務局または地方法務局の管内にある公証役場で行い
ます。
定款の認証には、発起人の印鑑証明書と認証手数料5万円が必要です。 また、紙の定款では4万円の収入印紙も必要ですが、電子定款の場合であれば不要 です。
電子定款は電子署名が必要になりますので、定款作成の相談も含めて行政書士や司法書士に依頼する人は多いです。

登記では会社の印鑑を届け出ます。社名が決定したら代表者印（実印）や銀行印、角印などを作りましょう。



会社の本店所在地を管轄する税務署には「法人設立届出書」「給与支払事務所等の開設届出書」を提出します。

本店を置く都道府県税事務所や市町村役場にも「法人設立届出書」を提出します。
それぞれの地方自治体で書類名や手続きが少し異なりますので、詳細はそれぞれの地方自治体に問い合わせてください。

登記が完了すれば会社は設立されていますが、年金事務所や税務署、役場への書類の提出が必要です。
また、一般的には金融機関の口座も開設手続きをします。
これらの手続きには「履歴事項全部証明書」（登記簿謄本）が必要な場合がありますので、法務局で数通取得しておくとよいでしょう。

年金事務所には「健康保険・厚生年金保険新規適用届」「健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届」を提出します。
家族を被扶養者にするときは「健康保険被扶養者（異動）届」も提出します。



株式会社では法人税の申告が必要になります。法人税の申告は、個人事業の青色申告よりも申告書作成が難しいので、税理士に依頼する会社は多いです。
また、従業員はおらず社長一人で株式会社を営んでいる場合でも、健康保険（協会けんぽ）や厚生年金に加入し、
自らの給与について、所得税や健康保険（協会けんぽ）や厚生年金などの源泉徴収を行って納付しなければなりません。
こうした事務を社会保険労務士や税理士に依頼することもできますが、費用はかかります。

株式会社は赤字でも、地方税である法人住民税の均等割を納税しなければなりません。
都道府県分と市町村分を合わせて年間で最低7万円です。
合同会社も法人ですから同様に納税しますが、個人事業に法人住民税はありません。

株式会社は個人事業と異なり登記が必要です。
また、合同会社と比べて守らなければならない法律の規制が多く、知名度も高いため社会的な信用が高いです。
販売拡大や人材採用の募集、金融機関からの融資でも、個人事業に比べて有利です。

利益が増えれば負担する税金も増えますが、株式会社のような法人は、多くの収入があっても個人事業より税負担を抑えやすいです。
理由としては、法人税が所得税のような累進課税ではないこと、社長への給与が社長個人の所得税の計算では給与所得控除となり、法人税と所得税を合計しても有利になることがあること、
法人は個人事業より必要経費として認められるものが多いこと、などがあります。

株式会社の設立にあたり、定款認証の手数料5万円や、登記に必要な登録免許税（最低額15万円）が必要です。これらの費用は個人事業にはありません。
合同会社では、定款認証は不要で、登録免許税の最低額は6万円です。株式会社は設立に費用が多くかかります。
また、株式会社を運営していくにあたっても費用がかかります。
本店の移転、役員（取締役や監査役など）の変更などは、登記しなければなりません。登記には登録免許税がかかります。

合同会社との比較では、役員の任期で違いがあります。
株式会社では役員の任期が来れば、同じ人が役員に再任（重任）される場合でも登記しなくてはならず、登録免許税が1万円かかります（資本金1億円以下の場合）。
合同会社では役員の任期が原則ありませんから変更登記もしなくて済みます。株式会社の役員の任期は最長10年ですから、役員の変更登記の手間や費用はどうしても発生します。

株式会社には決算公告の義務があります。貸借対照表を「官報」「日刊新聞紙」「ホームページ」のいずれかで公開しなくてはなりません。
官報や新聞に掲載するには掲載料もかかります。一般の人に会社の財政状態を知られたくない人にはデメリットです。
合同会社には決算公告の義務はありません。

株式会社は多くの投資家から資金を集めて大きな事業をやりたい場合に向く組織形態です。
出資者は間接有限責任であり、出資金額を超えて損失を負うことがありません。そのため投資しやすくなっています。
また、原則として、出資者である株主は一株一議決権を持ち、株主総会の多数決で会社の運営を決めますので、一部の株主の反対意見があっても定款が変更できるなど機動的に経営できます。



開業届の用紙は税務署にあります。個人課税（所得税）の担当に尋ねれば、書き方も教えてもらえますので、印章を持参して税務
署で記入するのがよいでしょう。国税庁のwebサイトで用紙をダウンロードして記入し、郵送することもできます。
開業届を提出する際は、開業届の控えに税務署の受付印を押してもらいます。この開業届の控えは、補助金の申請などの場面で
コピーを求められることがあるので保存しておきましょう。郵送による提出でも、切手を貼った返信用封筒を同封すれば、控えを返
送してくれる税務署もあるようです。返送については税務署に前もって電話で相談してください。



従業員を雇用する場合は、労働保険（労災保険と雇用保険）に加入しなければなりません。
労働基準監督署と公共職業安定所（ハローワーク）で加入手続きをします。提出する書類は提出先によって異なります。

1.労働基準監督署への提出書類
　・労働保険関係成立届
　・労働保険概算保険料申告書

2.公共職業安定所への提出書類
　・雇用保険適用事業所設置届　　　　　　参考：厚生労働省「労働保険の成立手続」　https://www.mhlw.go.jp/www2/topics/seido/daijin/hoken/980916_2.htm
　・雇用保険被保険者資格取得届　　　　 参考：日本年金機構「新規適用の手続き」　https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/jigyosho-hiho/jigyosho/20150311.html

他、従業員を雇うときにお勧めする書類
従業員を雇用する場合は、税務署に「源泉所得税の納期の特例に関する申請書」を提出することをお勧めします。
申請すると、従業員の給与から天引きする毎月の源泉所得税の納付が年2回にまとめて納付できるようになります。
青色申告者であれば、税務署に「青色事業専従者給与に関する届出書」を提出すると、生計を一にしている配偶者その他の親族に支払う給与を必要経費に入れられます。

1月1日から12月31日までの1年間に生じた所得や税金の額を計算し、税務署に申告を行う確定申告。
青色申告は、この確定申告の一種で、一定の基準で記帳を行い、申告をする方法です。
確定申告には、白色申告という方法もあります。
白色申告に比べると必要な書類の種類や作成の手間が多い分、受けられるメリットも多いのが青色申告の特徴となって
います。

税務署へ開業届を提出するときに「所得税青色申告承認申請書」も一緒に提出する方も少なくありません。
青色申告承認申請書は個人事業の開業にあたって必須ではありませんが、青色申告をしたい場合には、開業から2ヶ月以内（1月1日から15日に開業した人は3月15日まで）に提出します。
青色申告承認申請書は、開業届と似ていますが、簿記方式（複式簿記、簡易簿記など）や、備付帳簿名（総勘定元帳など）にチェックを入れる欄があります。
書き方にわからないところは税務署に尋ねるとよいでしょう。

税務署だけでなく、都道府県税事務所と市町村にも「事業開始等申告書」を提出します。
地方自治体によって「事業開始等届出書」の名称や手続きは異なります。
開業届を提出する税務署や、事業所の所在地を管轄する都道府県税事務所や市町村役場に、手続きを問い合わせてください。



所得（利益）が増えると税額は法人よりも多くなります。
所得税は累進課税で、所得金額が増えるごとに税率は上がります。
また、個人事業税も課せられるようになります。

個人事業は法人設立に比べて開業手続きが簡単です。税務署や都道府県税事務所、市町村に開業届を提出するだけですぐに開業できます。費用もかかりません。
法人の設立では登録免許税などが必要です。また、定款の作成や登記するまでには早くても1週間、長ければ1ヶ月超かかる人もいます。

個人事業では毎年、確定申告を行います。白色申告より手間がかかる青色申告でも、経理ソフトを使って記帳し、確定申告をしている人は多いです。
簿記の知識がない初心者でも使い勝手のよいソフトが販売されています。
法人では法人税の申告書を作成しますが、税理士に依頼せずに作成するには相当の知識が必要になります。
個人事業より作成の手間もかかりますので、税理士に申告書の作成を依頼する法人は多いです。
個人事業でも税理士に依頼する人は少なくありませんが、法人税の申告に比べて税理士の依頼費用は安いことが多いようです。

個人事業では所得税、法人では法人税を支払いますが、利益（所得）が少ないうちは法人より個人事業の方が税金は少なくなります。
事業が軌道に乗るまでは個人事業で、利益が増えてきたら個人事業から法人化する人も多いです。
利益がいくらまでなら個人事業が有利かは、それぞれの個人や事業の状況によって異なりますので一概に示すことはできません。税理士に相談してください。

個人事業では、事業主は国民年金と国民健康保険に加入することが多いです。手続きや事務の負担はあまりありません。
法人を設立して社長になると、会社から自分に給与を払います。給与計算を行い、所得税や健康保険（協会けんぽ）や厚生年金などの源泉徴収を行って納付しなければなりません。年末調整も行いま
す。
個人事業で自分一人の場合、給与を支払うこともなく、給与計算などの事務負担はありません。収入から必要経費を引いた金額が所得（利益）となります。

個人事業は法人に比べて金融機関からの融資を受けにくいとされます。
法人は個人と別人格で会計も別であるのに対し、個人事業は一体ですから、事業資金と個人の生活費の境目があいまいになりがちです。
運転資金の融資の審査は厳しくなりやすいです。
金融機関から評価されるには、金融機関の口座について、事業用と生活費の預金口座を分け、経理をしっかり行いましょう。

人材の採用募集活動において、個人事業は法人より不利になりがちです。
法人は厚生年金や健康保険の加入が義務ですし、求職者には個人事業は小さい組織であるイメージがありますので、法人に比べて人気がありません。


